
14くらし塾 きんゆう塾〈2017年春号〉

あ
り
ま
す
。
i
D
e
C
o
を
活
用
す
る

こ
と
で
、
税
金
を
軽
減
し
な
が
ら
老
後

の
準
備
が
で
き
る
点
が
魅
力
で
す
。

※
コ
ラ
ム
欄
に
、
掛
金
に
対
す
る
税

金
の
軽
減
効
果
と
そ
の
計
算
方
法
を

紹
介
し
て
い
ま
す
。
こ
ち
ら
を
あ
わ

せ
て
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
次
に
、
掛
金
の
調
整
メ
リ
ッ
ト

で
す
。
毎
月
の
掛
金
は
、
最
低

5
0
0
0
円
か
ら
限
度
額
の
範
囲
内

に
お
い
て
1
0
0
0
円
単
位
で
決
め

る
こ
と
が
で
き
、
1
年
に
1
回
変
更

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
ま
た
、
家
計
の
状
況
に
応
じ
て
途
中

で
積
立
て
を
休
ん
だ
り
、
再
開
し
た
り

で
き
る
仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
最
後
の
メ
リ
ッ
ト
は
、
受
取
り
方

そ
こ
で
登
場
し
た
の
が
、i
D
e
C
o

で
す
。
i
D
e
C
o
は
、
老
後
の
年
金

の
た
め
に
毎
月
積
み
立
て
、
定
期
預

金
や
保
険
、
投
資
信
託
な
ど
で
運
用

し
た
お
金
を
、
60
歳
以
降
に
年
金
や

一
時
金
と
し
て
受
け
取
る
制
度
で
す
。

①
i
D
e
C
o
の
メ
リ
ッ
ト

　
i
D
e
C
o
の
主
な
メ
リ
ッ
ト
は
、

「
税
制
の
優
遇
」
と
「
掛
金
の
調
整
」、

そ
し
て
「
受
取
り
方
」
に
あ
り
ま
す
。

　
ま
ず
、
税
制
の
優
遇
メ
リ
ッ
ト
に
は
、

「
掛
金
が
全
額
所
得
控
除
の
対
象
に
な

る
（
税
金
軽
減
）」、「
運
用
益
に
税
金

が
か
か
ら
な
い
」、「
受
け
取
る
と
き
に

税
金
の
優
遇
が
あ
る
」
と
い
う
3
つ
が

老
後
の
公
的
年
金
に
は
、
国
民
年

金
か
ら
受
け
取
る
老
齢
基
礎
年
金
と
、

会
社
員
や
公
務
員
経
験
が
あ
る
人
が

上
乗
せ
し
て
受
け
取
る
老
齢
厚
生
年

金
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
金
額
は
、
40

年
間
保
険
料
を
納
め
た
人
の
老
齢
基

礎
年
金
で
月
額
約
6.
5
万
円
、
40

年
間
平
均
的
な
会
社
員
の
給
料
で
働

い
た
人
の
老
齢
厚
生
年
金
（
老
齢
基

礎
年
金
含
む
）
で
、
月
額
約
15 .
6
万

円
が
目
安
で
す
。
公
的
年
金
は
、
原

則
65
歳
か
ら
一
生
受
け
取
る
こ
と
が

で
き
ま
す
が
、
老
後
の
備
え
と
し
て

十
分
か
不
安
を
感
じ
る
人
は
少
な
く

あ
り
ま
せ
ん
。

i
D
e
C
o
っ
て

な
あ
に
？

ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
別 ・ 

個
人
型
確
定
拠
出
年
金

（
i
De
C
o
）の
使
い
こ
な
し
方

2
0
1
7
年
1
月
か
ら
、
原
則
と
し
て
20
歳
以
上
60
歳
未
満
の
す
べ
て
の
人
が
利
用
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
iイ
デ

コ

D
e
C
o
。

i
D
e
C
o
と
は
、
個
人
型
確
定
拠
出
年
金
の
愛
称
で
す
。
個
人
型
確
定
拠
出
年
金
は
、
漢
字
を
読
み
解
い
た
と
お
り
、

「
個
人
」
が
「
確
定
拠
出
」
、
つ
ま
り
毎
月
決
ま
っ
た
金
額
を
、
老
後
の
「
年
金
」
の
た
め
に
積
み
立
て
る
制
度
で
す
。

今
回
は
、
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
別
の
老
後
の
準
備
方
法
を
取
り
上
げ
る
と
と
も
に
、

i
D
e
C
o
の
使
い
こ
な
し
方
に
つ
い
て
、
税
制
優
遇
が
あ
る
他
の
制
度
と
の
比
較
も
交
え
て
お
伝
え
し
ま
す
。

i
D
e
C
o
の

メ
リ
ッ
ト
と
注
意
点
は
？

ファイナンシャルプランナー

前野 彩 （まえの あや）

Cras代表取締役。FPオフィス will代表。大阪在住のファ
イナンシャル・プランナー。中学校・高校の保健室の
先生から、結婚、退職、住宅購入、加入保険会社の破
たんを経てFPに転身。「知れば得トク、知らなきゃソ
ンするお金の知恵」を働く女性や子育て世帯に伝える
ことに力を注ぎ、講演やテレビでも活躍中。「本気で家
計を変えたいあなたへ〜書き込むお金のワークブック
〜〈第2版〉（日本経済新聞出版社）」など著書多数。

図表1 : 確定拠出年金の仕組み
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歳
ま
で
引
き
出
せ
な
い
お
金
だ
か
ら
こ

そ
、
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
と
の
相
性
を
考

え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
い
ろ
い
ろ
な

考
え
方
が
あ
り
ま
す
が
、
こ
こ
で
は
老

後
資
金
の
貯
め
方
に
つ
い
て
、
代
表
的

な
5
パ
タ
ー
ン
を
ご
紹
介
し
ま
す
。
各

パ
タ
ー
ン
の
後
で
お
示
し
す
る
例
で
は
、

積
立
額
と
税
金
の
軽
減
効
果
を
合
算
し

て
、
い
く
ら
老
後
資
金
を
準
備
で
き
る

か
を
試
算
し
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
に
、

i
D
e
C
o
を
使
っ
て
老
後
の
準
備
を

す
る
と
決
め
た
な
ら
、
掛
金
に
対
し
て

税
金
が
か
か
ら
な
く
な
っ
て
浮
い
た
お

金
を
き
ち
ん
と
把
握
し
て
、
さ
ら
に
老

後
の
た
め
に
蓄
え
て
い
く
こ
と
が
重
要

で
す
。

①
20
～
30
歳
代
の
会
社
員

60
歳
ま
で
の
期
間
が
長
く
、
結

婚
や
転
・
退
職
な
ど
の
ラ
イ
フ
イ

ベ
ン
ト
が
予
想
さ
れ
る
ほ
か
、
車

や
マ
イ
ホ
ー
ム
の
購
入
費
用
な
ど
の

ま
と
ま
っ
た
お
金
が
必
要
な
年
代
で

す
。
そ
の
時
期
や
金
額
が
未
確
定
な

た
め
、
現
金
が
必
要
な
と
き
に
困
る

こ
と
が
な
い
よ
う
に
、
老
後
資
金
に

つ
い
て
は
月
額
5
0
0
0
円
ま
た

は
1
万
円
な
ど
の
少
額
か
ら
、
会
社

の
財
形
貯
蓄
や
自
動
積
立
定
期
預

金
、
そ
し
て
、
税
金
の
軽
減
メ
リ
ッ

ト
が
あ
る
i
D
e
C
o
や
N
I
S
A
、

2
0
1
8
年
か
ら
始
ま
る
予
定
の
積

立
N
I
S
A
を
活
用
し
て
、
積
立
て

の
習
慣
を
つ
け
ま
し
ょ
う
。

②
40
歳
～
独
身
会
社
員
・

　
共
働
き
世
帯
（
子
ど
も
な
し
）

　
生
活
ス
タ
イ
ル
が
安
定
し
、
老

後
の
住
居
や
生
活
な
ど
が
具
体
化

し
て
く
る
年
代
で
す
。
積
極
的
に

i
D
e
C
o
を
活
用
し
ま
し
ょ
う
。

同
じ
掛
金
額
な
ら
、
課
税
所
得
が
高

い
ほ
ど
i
D
e
C
o
は
税
金
の
軽
減

効
果
が
あ
り
ま
す
。

￼

i
D
e
C
o
を
上
限
ま
で
活
用

し
て
も
家
計
に
余
裕
が
あ
る
場
合
や
、

個
別
の
株
式
や
投
資
信
託
に
興
味
が

あ
る
人
は
、
運
用
益
が
非
課
税
に
な

る
N
I
S
A（
積
立
N
I
S
A
含
む
）

も
老
後
の
準
備
の
選
択
肢
に
加
え
て

み
ま
し
ょ
う
。

30
年
間
で
は
3
万
円
の
違
い
に
な
り

ま
す
。

ま
た
、
投
資
信
託
で
運
用
す
る
場

合
は
、
運
用
に
か
か
る
費
用
と
し
て

信
託
報
酬
な
ど
が
差
し
引
か
れ
ま
す
。

投
資
信
託
の
残
高
に
応
じ
て
か
か
る

信
託
報
酬
は
、
残
高
が
増
え
る
ほ
ど

実
質
的
に
差
し
引
か
れ
る
費
用
が
増

え
る
の
で
、
金
融
機
関
を
選
ぶ
と
き

は
、
口
座
管
理
手
数
料
と
投
資
信
託

の
費
用
の
両
方
を
確
認
し
ま
し
ょ
う
。

も
う
一
つ
の
注
意
点
は
、

i
D
e
C
o
で
積
み
立
て
た
お
金
は
、

60
歳
に
な
る
ま
で
引
き
出
す
こ
と
も
、

借
り
入
れ
る
こ
と
も
で
き
な
い
こ
と

で
す
（
一
定
の
障
が
い
や
死
亡
時
を
除

く
）。
着
実
に
老
後
資
金
の
準
備
が
で

き
る
反
面
、
i
D
e
C
o
で
の
積
立
額

を
多
く
し
て
し
ま
う
と
、
教
育
資
金
や

住
宅
取
得
資
金
な
ど
の
ま
と
ま
っ
た
お

金
が
必
要
な
と
き
に
、
手
元
に
現
金
が

な
く
て
困
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

i
D
e
C
o
を
賢
く
使
う
に
は
、
メ

リ
ッ
ト
と
注
意
点
の
両
方
を
理
解
し

た
計
画
的
な
準
備
が
カ
ギ
な
の
で
す
。

i
D
e
C
o
は
、
掛
金
に
対
す
る
税

金
が
か
か
ら
な
い
な
ど
、
税
金
面
で
の

メ
リ
ッ
ト
が
大
き
い
制
度
で
す
が
、
60

ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
別

老
後
資
金
の
貯
め
方

で
す
。
i
D
e
C
o
は
60
歳
か
ら
年

金
を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
る
の

で
、
60
歳
の
退
職
か
ら
公
的
年
金
を

受
け
取
る
65
歳
ま
で
の
5
年
間
を

カ
バ
ー
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
ま

た
、
i
D
e
C
o
で
育
て
た
お
金
を

何
歳
か
ら
受
け
取
る
の
か
、
一
時
金

か
、
そ
れ
と
も
年
金
で
受
け
取
る
の

か
、
さ
ら
に
、
年
金
な
ら
何
年
間
か

け
て
受
け
取
る
の
か
、
な
ど
の
受
取

り
方
は
、
60
歳
以
降
70
歳
ま
で
の
間

に
、
老
後
の
生
活
が
具
体
的
に
な
っ

て
か
ら
決
め
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
、

融
通
が
き
き
ま
す
。

②
注
意
点
は
？

主
な
注
意
点
は
、「
手
数
料
」と「
途

中
引
出
し
」
の
二
つ
で
す
。

i
D
e
C
o
は
、
銀
行
や
証
券

会
社
、
保
険
会
社
な
ど
、
多
く
の
金

融
機
関
が
窓
口
と
な
っ
て
扱
っ
て
い

ま
す
。
そ
の
な
か
か
ら
一
つ
の
金
融

機
関
を
選
ん
で
i
D
e
C
o
口
座

を
開
設
し
ま
す
が
、
加
入
時
手
数
料

（
2
7
7
7
円
）
が
必
要
と
な
る
ほ

か
、
そ
の
後
は
口
座
管
理
手
数
料
や

事
務
手
数
料
な
ど
が
毎
月
の
積
立
金

額
か
ら
差
し
引
か
れ
ま
す
。
手
数
料

は
、
金
融
機
関
に
よ
っ
て
異
な
り
ま

す
（
年
間
2
0
0
0
～
8
0
0
0

円
ほ
ど
）。
例
え
ば
、
30
歳
の
人
が

i
D
e
C
o
で
積
み
立
て
る
場
合
、

手
数
料
が
年
間
1
0
0
0
円
違
う
と
、

（
例
）
年
収
4
0
0
万
円
（
課
税

所
得
1
9
5
万
円
以
下
）、
30
歳

の
人
が
毎
月
5
0
0
0
円
を
60

歳
ま
で
i
D
e
C
o
で
積
み
立

て
る
と
、
積
立
総
額
1
8
0
万

円
と
税
金
の
軽
減
効
果
の
合

計
額
27
万
円
に
よ
り
、
合
計
約

2
0
7
万
円
の
老
後
資
金
を
準

備
で
き
ま
す
。

（
例
）
企
業
年
金
が
な
い
会
社
員
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財
形
貯
蓄
や
金
融
機
関
の
自
動
積
立
、

あ
る
い
は
、
保
険
会
社
の
学
資
保
険

な
ど
を
活
用
し
て
準
備
し
ま
し
ょ
う
。

な
お
、
教
育
費
が
不
足
す
る
と
き

は
、
奨
学
金
や
教
育
ロ
ー
ン
を
借
り

る
こ
と
が
で
き
ま
す
が
、
老
後
の
お

金
は
誰
も
貸
し
て
く
れ
ま
せ
ん
。
そ

こ
で
、
月
々
5
0
0
0
円
か
ら
積
み

立
て
る
こ
と
が
で
き
る
i
D
e
C
o

を
細
く
長
く
続
け
る
、
ま
た
は
、
計

画
的
に
50
歳
か
ら
i
D
e
C
o
を
始

め
る
、
あ
る
い
は
、
途
中
で
現
金
化

で
き
る
N
I
S
A（
積
立
N
I
S
A

を
含
む
）
を
使
っ
て
、
株
式
投
資
で

配
当
金
や
株
主
優
待
を
楽
し
み
な
が

ら
、
老
後
準
備
を
す
る
方
法
を
検
討

し
ま
し
ょ
う
。

③
子
ど
も
が
い
る
世
帯

出
産
や
子
ど
も
の
進
学
、
住
宅
購

入
な
ど
の
さ
ま
ざ
ま
な
ラ
イ
フ
イ
ベ

ン
ト
が
あ
る
世
帯
で
す
。
優
先
順
位

が
高
い
も
の
と
し
て
教
育
費
が
あ
り

ま
す
が
、
教
育
費
は
子
ど
も
が
生
ま

れ
た
瞬
間
か
ら
、
い
つ
、
い
く
ら
必

要
か
が
分
か
る
た
め
、
準
備
が
し
や

す
い
お
金
で
す
。
児
童
手
当
を
す
べ

て
貯
め
る
と
約
2
0
0
万
円
に
な
り
、

国
公
立
大
学
4
年
間
の
授
業
料
、
約

2
0
0
万
円
が
準
備
で
き
ま
す
。
私

立
大
学
文
系
費
用
の
約
4
0
0
万
円

を
準
備
し
た
い
場
合
は
、
児
童
手
当

＋
月
額
1
万
円
の
積
立
て
を
0
歳
か

ら
18
歳
ま
で
行
う
と
、
約
4
0
0
万

円
の
準
備
が
で
き
ま
す
。
会
社
の

④
個
人
事
業
主

個
人
事
業
主
の
公
的
年
金
は
、
国
民

年
金
部
分
の
み
の
た
め
、
i
D
e
C
o

の
掛
金
の
上
限
は
月
額
6.
8
万
円

（
た
だ
し
、
国
民
年
金
基
金
に
加
入
し

て
い
る
場
合
は
そ
の
掛
金
と
の
合
算
）

と
多
額
で
す
。
同
じ
税
率
で
も
掛
金

額
が
大
き
い
と
、
税
金
の
軽
減
額
も

多
い
た
め
、
関
心
は
高
い
よ
う
で
す
。

た
だ
し
、
仕
入
れ
が
あ
る
事
業
や
売

り
上
げ
の
好
調
・
不
調
の
波
が
大
き

い
事
業
の
場
合
は
、
ま
と
ま
っ
た
現

金
が
必
要
に
な
る
こ
と
も
考
え
ら
れ

る
た
め
、
i
D
e
C
o
よ
り
も
小
規
模

企
業
共
済
を
優
先
し
ま
し
ょ
う
。
小

規
模
企
業
共
済
は
、
個
人
事
業
主
や

小
規
模
な
企
業
の
退
職
金
づ
く
り
が

で
き
る
制
度
で
す
が
、
i
D
e
C
o
と

違
い
、
途
中
解
約
や
借
入
れ
が
可
能

な
の
で
、
積
立
て
を
し
な
が
ら
事
業

の
変
化
に
対
応
で
き
ま
す
。
そ
れ
で

い
て
、
掛
金
に
対
す
る
税
金
の
軽
減

は
、
i
D
e
C
o
と
同
じ
だ
け
あ
る
の

で
す
。
個
人
事
業
主
の
場
合
は
、
ま

ず
は
小
規
模
企
業
共
済
を
優
先
す
る
、

あ
る
い
は
運
用
益
の
楽
し
み
が
あ
る

i
D
e
C
o
と
併
用
し
て
老
後
の
準

備
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

⑤
主
婦
（
夫
）

専
業
主
婦
（
夫
）
や
年
収
1

 
0
 
3
 

万
円
以
下
の
パ
ー
ト
で
働
く
妻
（
夫
）

は
、
納
税
し
て
い
ま
せ
ん
。
納
税
額

が
な
い
と
、
i
D
e
C
o
の
メ
リ
ッ
ト

で
あ
る
掛
金
に
対
す
る
税
金
の
軽
減

が
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
毎
月
の
積

立
額
か
ら
手
数
料
な
ど
が
差
し
引
か

れ
る
た
め
、
実
質
的
な
資
産
が
減
っ

て
し
ま
い
ま
す
。
専
業
主
婦
（
夫
）
に

と
っ
て
は
、
自
分
名
義
の
老
後
の
資

金
が
作
れ
る
こ
と
や
運
用
中
の
利
益

に
税
金
が
か
か
ら
な
い
こ
と
が
メ
リ
ッ

ト
と
い
え
ま
す
が
、
i
D
e
C
o
よ
り

は
、
個
人
年
金
保
険
や
N
I
S
A（
積

立
N
I
S
A
を
含
む
）
の
ほ
う
が
適

し
て
い
る
で
し
ょ
う
。

くらし の 金 融 知 識

（
例
）
企
業
年
金
が
な
い
会
社

員
30
歳
の
人
が
、
50
歳
ま
で

は
毎
月
1
万
円
、
50
歳
か
ら

60
歳
ま
で
は
毎
月
2.
3
万

円
を
i
D
e
C
o
で
積
み
立

て
た
場
合
の
積
立
額
の
合
計

は
5
1
6
万
円
で
す
。
課
税

所
得
が
1
9
5
万
円
超
～

3
3
0
万
円
以
下
な
ら
30
年
間

の
税
金
の
軽
減
効
果
の
合
計
額

は
約
1
0
4
万
円
（
積
立
額
と

の
合
計
は
約
6
2
0
万
円
）
で

す
。

（
例
）
課
税
所
得
が
6
9
5
万

円
超
～
9
0
0
万
円
以
下
の
個

人
事
業
主
が
、
小
規
模
企
業
共

（
例
）
手
数
料
が
月
額
約
2
0
0

円
の
金
融
機
関
で
i
D
e
C
o
を

40
歳
の
人
が
、
毎
月
2.
3
万

円
を
i
D
e
C
o
で
20
年
積
み

立
て
た
場
合
の
積
立
額
の
合
計

は
5
5
2
万
円
で
す
。
20
年
間

の
税
金
の
軽
減
効
果
の
合
計
額

は
課
税
所
得
が
1
9
5
万
円
以

下
な
ら
約
83
万
円
（
積
立
額
と

の
合
計
は
約
6
3
5
万
円
）。

課
税
所
得
が
3
3
0
万
円
超

～
6
9
5
万
円
以
下
な
ら
、
約

1
6
8
万
円
（
積
立
額
と
の
合

計
は
約
7
2
0
万
円
）
に
も
な

る
の
で
す
。

済
月
額
7
万
円
と
i
D
e
C
o

月
額
2
万
円
を
、
20
年
間
積
み

立
て
た
場
合
の
積
立
額
の
合
計

は
2
1
6
0
万
円
で
す
。
20
年

間
の
税
金
の
軽
減
効
果
の
合
計

額
は
約
7
2
3
万
円
（
積
立
額

と
の
合
計
は
2
8
8
3
万
円
）

で
す
。
税
率
が
高
く
な
る
ほ
ど
、

税
制
の
優
遇
メ
リ
ッ
ト
も
大
き

く
な
り
ま
す
。
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収入

2
0
1
7
年
か
ら
対
象
者
が
広

が
っ
た
i
D
e
C
o
は
、
納
税
者
や

ライフスタイル別・個人型確定拠出年金
（iDeCo）の使いこなし方

高
額
所
得
者
に
は
加

入
メ
リ
ッ
ト
が
大
き

い
も
の
の
、
専
業
主

婦
（
夫
）
の
メ
リ
ッ

ト
は
小
さ
い
の
が
現

状
で
す
。
制
度
・
商

品
の
比
較
表
（
図
表

3
）
も
参
考
に
、
自

分
に
あ
っ
た
方
法
で
、

安
心
で
き
る
老
後
の

準
備
を
行
い
ま
し
ょ

う
。

出典：筆者作成　※積立 NISA は、平成 29 年度税制改正大綱から、2017 年 2 月時点での情報をもとにしています。

図表2 : 老後資金の積立て方と家計		

図表3 : 老後目的の制度・商品の比較

始
め
、
毎
月
の
掛
金
が
5
0
0
0

円
の
場
合
の
手
数
料
率
は
4
％
で

す
。
10
年
後
の
残
高
が
60
万
円
に

な
る
と
、
手
数
料
率
は
0.
4
％

に
下
が
り
ま
す
が
、
元
本
割
れ
し

な
い
た
め
に
は
、
手
数
料
相
当
分

の
運
用
益
を
上
げ
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

60 歳まで引き出さずに積
み立てることができるお
金は iDeCo で運用

途中で引き出す可能性が
あるお金は iDeCo 以外で
運用

税金

社会保険料

生活費

老後資金用

住宅購入用

教育資金用

旅行用など

iDeCo NISA 小規模企業共済 個人年金保険

利用できる人 原則20歳以上
60歳までの人 20歳以上の人 個人事業主・

小規模会社の役員 誰でもOK

運用者
個人（定期預金、保険、投
資信託から好きな商品を選
んで運用）

個人（投資信託、個別株式
などから好きな商品を選ん
で運用）※積立NISAは投
資信託のみ

小規模企業共済 保険会社

拠出・運用期間 掛金の拠出は60歳
運用は最大70歳

拠出は2023 年まで。運
用期間は 5 年間（積立
NISAは20年）

廃業、死亡、年金受取まで 自由（申込時に決定）

毎月の掛金額・
保険料

月額5,000円～
68,000円
（働き方により異なる）

年間累計120万円
※積立 NISA は年間累計
40万円

月額1,000円～
70,000円 自由（申込時に決定）

掛金額の途中変更 できる（上限・下限の範囲） できる（上限の範囲内） できる（上限・下限の範囲） 減額のみ

途中引出し 原則できない できる（売却） できる（解約・貸付） できる（解約・貸付）

将来の受取額 運用結果により異なる 運用結果により異なる 確定 確定
（保険会社により異なる）

掛金に対する控除 小規模企業共済等掛金控除 なし 小規模企業共済等掛金控除 生命保険料控除
（個人年金保険料控除）

月額2万円を積み立
てた場合の1年間の
所得税と住民税の合
算軽減額

約36,000円～
134,000円／年 なし 約36,000円～

134,000円／年
約4,800円～
21,100円／年

積
立
て

iDeCo の所得控除
により税金が軽減さ
れるため、実質手取
り収入が増える
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i
D
e
C
o
で
掛
金
に
対
す
る
税
金
は
、

い
く
ら
ぐ
ら
い
軽
く
な
る
の
？

　
i
D
e
C
o
の
掛
金
は
、
例
え

ば
会
社
員
な
ら
年
末
調
整
で
小
規

模
企
業
共
済
等
掛
金
控
除
と
い
う

控
除
が
使
え
ま
す
。
控
除
に
よ
り
、

こ
の
時
、
源
泉
徴
収
票
を
使
う
と

軽
減
額
の
目
安
が
分
か
る
の
で
す
。

　
図
の
源
泉
徴
収
票
の
❶

－

❷
の

計
算
結
果
が
、
税
金
を
か
け
る
も

と
と
な
る
課
税
所
得
で
あ
り
、
そ

の
金
額
を
上
の
表
の
「
課
税
所

得
」
に
当
て
は
め
る
と
、
税
金
の

税
金
を
計
算
す
る
も
と
と
な
る
課

税
所
得
か
ら
掛
金
全
額
を
差
引
く

こ
と
が
で
き
る
の
で
、
所
得
税
と

住
民
税
の
金
額
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

軽
減
効
果
が
分
か
り
ま
す
。

　
例
え
ば
、
上
記
の
見
本
で
示
し

た
源
泉
徴
収
票
の
課
税
所
得
は

❶

－

❷
＝
1,
1
9
8,
9
6
0
円

と
な
り
、
表
の
課
税
所
得
欄
で
は

「
～
1
9
5
万
円
以
下
」
に
当
て

は
ま
り
ま
す
。
「
会
社
員
で
企
業

年
金
な
し
」
の
人
が
上
限
の
毎
月

2.
3
万
円
を
積
み
立
て
た
場
合

は
、
所
得
税
と
住
民
税
で
合
計
4
1 

6
0
0
円
分
の
税
金
が
軽
く
な
る

わ
け
で
す
。
普
通
預
金
で
積
み
立

て
て
も
税
金
は
軽
く
な
ら
な
い
の

で
、
i
D
e
C
o
の
効
果
の
高
さ

が
分
か
り
ま
す
ね
。

　
た
だ
し
、
こ
れ
ら
の
お
金
は
現
金

で
戻
っ
て
く
る
わ
け
で
は
な
く
、
納

め
る
べ
き
税
金
が
少
な
く
な
っ
た
結

果
、
手
取
り
収
入
が
増
え
る
こ
と
を

意
味
し
ま
す
。
そ
の
た
め
、
せ
っ
か

く
安
く
な
っ
た
税
金
分
を
気
が
つ

け
ば
使
っ
て
し
ま
っ
て
い
る
可
能
性

も
あ
る
の
で
、
軽
減
さ
れ
た
税
金
分

は
ボ
ー
ナ
ス
一
括
貯
蓄
、
あ
る
い
は
、

12
カ
月
で
割
っ
て
毎
月
積
み
立
て
る

よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。
す
る
と
、
先

ほ
ど
の
年
間
4
1,
6
0
0
円
が
30

年
で
約
1
2
4
万
円
に
な
っ
て
、
老

後
の
安
心
を
増
や
し
て
く
れ
ま
す
。

図表4 : 個人型確定拠出年金額の掛金の上限額と、所得税と住民税の軽減効果

課税所得

自営業者 会社員・公務員 専業主婦（夫）

月額6.8万円
企業年金なし 企業型確定拠出

年金のみ
企業型年金
あり・公務員

月額2.3万円
月額2.3万円 月額2万円 月額1.2万円

〜195万円以下 123,200円 41,600円 36,200円 21,700円

なし
（専業主婦・夫
は納税額がな
いため、掛金
に対する税金
の軽減はあり
ません）

195万円超〜
330万円以下 164,900円 55,700円 48,500円 29,100円

330万円超〜
695万円以下 248,200円 83,900円 73,000円 43,800円

695万円超〜
900万円以下 273,200円 92,400円 80,300円 48,200円

900万円超〜
1,800万円以下 356,500円 120,500円 104,800円 62,900円

1,800万円超〜
4,000万円以下 414,800円 140,300円 122,000円 73,200円

4,000万円超 456,500円 154,400円 134,200円 80,500円

平成 28年分 給与所得の源泉徴収票

支 払
を受け
る 者

種 別

控除対象配偶者 配 偶 者 特 別
控 除 の 額

16歳未満
扶養親族
の数

非居住者
で あ る
親族の数

控 除 対 象 扶 養 親 族 の 数
（ 配 偶 者を除く。）

障 害 者 の 数
（本人を除く。）

住宅借入金等特別控除の額地震保険料の控除額生命保険料の控除額社会保険料等の金額

円

円 円 円 円

円 円円 円内 内

人有 従有 人 人 人 人 人 人内

内

従人 従人 従人
特 定 老 人 そ の 他の有 無等 老人

支 払 金 額 給与所得控除後の金額 所得控除の額の合計額 源 泉 徴 収 税 額

住
所
又
は
居
所

（受給者番号）
（個人番号）

（役職名）

（フリガナ）氏
名

給与・賞与 4,000,000

581,040 120,000

2,660,000 1,461,040

2

61,100

❶ ❷

＊

出典：「本気で家計を変えたいあなたへ　～書き込むお金のワークブック～  ＜第 2 版＞」
　　   前野彩著、日本経済新聞出版社
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